
ハローワークくしろ

月

　
ハローワークレポート

【有効求人倍率の推移】
（単位：倍、ポイント）

（注）　1．新規学卒を除き、パートを含む常用

　　　　2．下段（　）内は、対前年増減

【一般職業紹介状況】
（単位：人、％、倍、ポイント）

A 新規求職申込件数

B 月間有効求職者数

C 新規求人数

D 月間有効求人数

E 紹介件数

F 就職件数

G 月間有効求人倍率（D／B）

（注）　新規学卒を除き、パートを含む常用

令和８年３月３１日発行

ハローワーク
２ 内容

R E P O R T
　　　　２月の有効求人倍率は１．１４倍となり、前年同月比０．０８ポイント下回った。
　　　（９か月連続で前年同月を下回った。）
　　　新規求職申込件数は前年同月比０．７％減少し、月間有効求職者数は１．３％減少した。
　　　また、新規求人数は前年同月比１．８％減少し、月間有効求人数は７．３％減少した。

 　　（注）　 ハローワークインターネットサービスの機能拡充に伴い、令和3年9月以降の数値には、ハローワークに来所せず、
　　　　　　オンライン上で求職登録した求職者数や、求職者がハローワークインターネットサービスの求人に直接応募した就職
　　　　　　件数等が含まれている。
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令和８年 令和７年

２月 ２月

1,139 1,160 ▲ 1.8 11,990 12,764 ▲ 6.1 

Ａ Ｂ 農・林・漁業 15 12 25.0 186 153 21.6 

C 鉱業、採石業 6 6 0.0 33 36 ▲ 8.3 

Ｄ 建設業 196 142 38.0 1,670 1,704 ▲ 2.0 

Ｅ 製造業 62 64 ▲ 3.1 829 949 ▲ 12.6 

09食料品製造業 38 41 ▲ 7.3 427 576 ▲ 25.9 

12木材・木製品製造業 3 2 50.0 58 46 26.1 

G 情報通信業 4 7 ▲ 42.9 78 107 ▲ 27.1 

H 運輸業、郵便業 63 75 (▲ 16.0) 904 786 (15.0)

I 卸売・小売業 102 110 (▲ 7.3) 1,206 1,298 (▲ 7.1)

　 56～61小売業 96 105 (▲ 8.6) 1,062 1,129 (▲ 5.9)

Ｍ 宿泊業、飲食サービス業 125 123 1.6 971 1,015 ▲ 4.3 

76飲食業 98 85 15.3 577 534 8.1 

P 医療・福祉 328 351 (▲ 6.6) 4,033 4,426 (▲ 8.9)

83医療業 141 117 (20.5) 1,573 1,574 (▲ 0.1)

182 232 (▲ 21.6) 2,440 2,842 (▲ 14.1)

R サービス業（他に分類されないもの） 96 81 (18.5) 900 941 (▲ 4.4)

（注） 1. 新規学卒を除き、パートを含む常用

【新規求職者の年齢別等状況】

令和８年 令和７年

２月 ２月

新規求職申込件数 694 699 ▲ 0.7 7,366 7,518 ▲ 2.0

44歳以下 277 278 ▲ 0.4 2,920 3,008 ▲ 2.9

29歳以下 113 113 0.0 1,249 1,240 0.7

45歳以上 417 421 ▲ 1.0 4,446 4,510 ▲ 1.4

55歳以上 260 265 ▲ 1.9 2,960 2,923 1.3

新規求職者のうち離職者 418 391 6.9 4,790 4,728 1.3

事業主都合離職者 81 91 ▲ 11.0 1,106 1,289 ▲ 14.2
（注） 新規学卒を除き、パートを含む常用

【雇用保険取扱状況】
（単位：人、千円、％）

令和８年 令和７年

２月 ２月

適用事業所数 4,289 4,314 ▲ 0.6 - - -

資格取得者数（全数） 471 538 ▲ 12.5 9,004 9,750 ▲ 7.7

一般被保険者 430 497 ▲ 13.5 7,108 7,631 ▲ 6.9

高年齢被保険者 35 35 0.0 648 682 ▲ 5.0

短期特例被保険者 6 6 0.0 1,248 1,437 ▲ 13.2

資格喪失者数（全数） 655 721 ▲ 9.2 9,282 9,984 ▲ 7.0

一般被保険者 455 534 ▲ 14.8 6,922 7,461 ▲ 7.2

うち事業主都合 25 50 ▲ 50.0 471 568 ▲ 17.1

高年齢被保険者 80 97 ▲ 17.5 1,347 1,385 ▲ 2.7

短期特例被保険者 120 90 33.3 1,013 1,138 ▲ 11.0

被保険者数（全数） 53,292 53,921 ▲ 1.2 - - -

一般被保険者 46,129 46,882 ▲ 1.6 - - -

高年齢被保険者 6,752 6,574 2.7 - - -

短期特例被保険者 411 465 ▲ 11.6 - - -

受給資格決定件数 207 205 1.0 2,288 2,401 ▲ 4.7

受給者実人員 736 809 ▲ 9.0 9,282 9,268 0.2

支給金額 93,492 95,646 ▲ 2.3 1,176,024 1,133,795 3.7

短期特例一時金受給者数 147 150 ▲ 2.0 1,038 1,196 ▲ 13.2

高年齢給付受給者数 85 87 ▲ 2.3 889 881 0.9

支給人員 59 46 28.3 696 667 4.3

支給金額 29,821 19,603 52.1 313,332 277,010 13.1
（注） １　適用事業所数、被保険者数は各月末現在。　２　H29,1,1から65歳以上の方が高年齢被保険者として適用拡大。
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（基本分）

再就職手当

区　　　分

区　　　分

 産　業　計

85社会保険・社会福祉・介護事業

（単位：人、％）

増減比

増減比
令和 ７

年度累計
前年同期 増減比

増減比
令和 ７

年度累計
前年同期

2. 令和６年４月以降については令和５年７月改定の「日本標準産業分類」に基づく区分、令和６年３月以前については平成２５年
    １０月改定の「日本標準産業分類」に基づく区分。
3. 対前年同月比については、産業分類改定による影響のある産業について（）で示している。

【新規求人数の産業別状況】
（単位：人、％）

区　　　　　　分 増減比
令和 ７

年度累計
前年同期 増減比
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【高年齢者職業紹介状況】
（単位：人、％）

（注）　高年齢者：55歳以上、パートを含む常用

【障害者職業紹介登録状況】
（単位：人、％）

新規求職申込件数

紹介件数

就職件数

【パートタイム職業紹介状況】
　　　（単位：人、％、ポイント）

（注）　常用的パート

【完全失業率の推移】

　　（注）１　北海道分は原数値、全国分は季節調整値。　　　　 〔資料出所：総務省統計局「労働力調査結果」〕

２　（　）内は前年同期。
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　　　道東地域の経済概況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（日銀釧路支店金融経済概況抜粋「３月２５日公表」）

　　　雇用失業情勢
　　　　　　     　　　　　　     　　　　　　　　  （ハローワークくしろ　業務統計２月分）

当月の新規求職申込件数は６９４人で前年同月比０．７％（５人）減少し、３か月ぶりに前年同月を下回った。月間有

効求職者数は２，７４４人で前年同月比１．３％（３６人）減少し、５か月連続で前年同月を下回った。

また、新規求人数は１，１３９人で前年同月比１．８％（２１人）減少し、５か月連続で前年同月を下回った。月間有効

求人数は３，１３４人で前年同月比７．３％（２４７人）減少し、２１か月連続で前年同月を下回った。これにより、月間有

効求人倍率は１．１４倍となり、９か月連続で前年同月を下回った。

新規求人数を主な産業別でみると、増加となったのは、「農林漁業」２５．０％（３人）、「建設業」３８．０％（５４人）、「宿

泊業，飲食サービス業」１．６％（２人）、「サービス業」１８．５％（１５人）となった。減少となったのは、「製造業」３．１％

（２人）、「情報通信業」４２．９％（３人）、「運輸業，郵便業」１６．０％（１２人）、「卸売業，小売業」７．３％（８人）、「医療，

福祉」６．６％（２３人）となった。

新規求人の常用・パート別では、前年同月比でみると、常用は７９６人と２．８％（２２人）増加し、パートは３４３人と１１．

１％（４３人）減少した。これにより、新規求人の中でパートの占める割合は３０．１％となり、３．２ｐの減少となった。

道東地域の景気は、持ち直しの動きが鈍化している。

すなわち、公共投資は、横ばい圏内の動きとなっている。設備投資は、横ばい圏内の動きとなっている。住宅投資

は、減少している。個人消費は、一部に弱めの動きがみられるものの、持ち直している。生産は、このところ弱含んで

いる。労働需給は、引き締まっている。

先行きについては、企業の賃金・価格設定行動や人手不足が管内の経済活動全般に及ぼす影響を注視していく。

公共投資は、横ばい圏内の動きとなっている。

公共工事請負金額は、前年を下回った。

設備投資は、横ばい圏内の動きとなっている。

道東地域の１２月短観における２０２５年度設備投資計画は、前年を上回っている。

住宅投資は、減少している。

新設住宅着工戸数は、持家、貸家が前年を上回り、分譲が前年を下回った。

個人消費は、一部に弱めの動きがみられるものの、持ち直している。

主要小売店売上高は、前年を上回った。乗用車新車登録台数（含む軽）は、普通・小型乗用車は前年を下回ったも

のの、軽乗用車は前年を上回り、全体では前年を上回った。 家電販売は、弱めの動きとなっている。

観光は、持ち直している。

生産は、このところ弱含んでいる。

主要生産品目別にみると、乳製品は、持ち直しの動きが一服している。水産加工品は、弱めの動きとなっている。

企業倒産

企業倒産は、倒産件数は前年並みとなり、負債総額は前年を下回った。
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